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○沖縄振興特別措置法 

（定義） 

第三条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 

一 沖縄 沖縄県の区域をいう。 

二 地方公共団体 沖縄の地方公共団体をいう。 

三 離島 沖縄にある島のうち、沖縄島以外の島で政令で定めるものをいう。 

四 国際会議等 国際会議等の誘致の促進及び開催の円滑化等による国際観光の振興に関する法律

（平成六年法律第七十九号）第二条に規定する国際会議等をいう。 

五 環境保全型自然体験活動 その参加者が、地域の自然環境について知識を有する者から案内又

は助言を受け、当該地域の自然環境の保全に配慮しつつ当該地域の自然と触れ合い、これに対す

る理解を深めるための活動をいう。 

六 情報通信産業 情報記録物（新聞、書籍等の印刷物を除く。）の製造業、電気通信業、映画、

放送番組その他影像又は音声その他の音響により構成される作品であって録画され、又は録音さ

れるものの制作の事業、放送業（有線放送業を含む。）、ソフトウェア業、情報処理・提供サー

ビス業及びインターネット付随サービス業（インターネットを利用した通信又は情報の処理若し

くは提供に関する事業活動であって政令で定めるものを行う業種をいう。）をいう。 

七 特定情報通信事業 情報通信産業に属する事業のうち、情報の電磁的流通（符号、音響、影像

その他の情報の電磁的方式による発信、伝送又は受信をいう。）の円滑化に資する事業、情報処

理の高度化を支援する事業その他の企業等の経営の能率及び生産性の向上を図る事業であって、

その事業を実施する企業の立地を図ることが情報通信産業の集積を特に促進するものとして政令

で定めるものをいう。 

八 情報通信技術利用事業 情報通信産業以外の業種に属する事業者が情報通信の技術を利用する

方法により商品又は役務に関する情報の提供を行う事業その他の政令で定める事業をいう。 

九 製造業等 製造業、道路貨物運送業、倉庫業、こん包業及び卸売業をいう。 

十 産業高度化・事業革新促進事業 産業高度化（事業者の製品若しくは役務の開発力、生産若し

くは役務の提供に関する技術又は経営の能率が向上することをいう。以下同じ。）又は事業革新

（沖縄の特産物として相当程度認識されている農林水産物若しくは鉱工業品又は当該鉱工業品の

生産に係る技術の活用により新たな事業を創出し、又は新たな需要を相当程度開拓することをい

う。以下同じ。）に特に寄与すると認められる業種として政令で定めるものに属する事業をいう。 

十一 国際物流拠点産業 国際物流拠点（国際的な貨物流通の拠点として機能する港湾又は空港を

いう。以下同じ。）において積込み又は取卸しがされる物資の流通に係る事業、当該事業の用に

供される施設の設置又は運営を行う事業その他の国際物流拠点を中核とした集積が形成され、か

つ、当該集積の形成が貿易の振興に寄与すると見込まれる事業であって政令で定めるものをいう。 

十二 特定国際物流拠点事業 国際物流拠点産業に属する事業のうち、国際物流拠点を中核とした

集積の形成が特に見込まれるものとして政令で定めるものをいう。 

十三 外国貨物 関税法（昭和二十九年法律第六十一号）第二条第一項第三号に規定する外国貨物

をいう。 

十四 中小企業者 中小企業等経営強化法（平成十一年法律第十八号）第二条第一項に規定する中

小企業者をいう。 

十五 駐留軍用地跡地 日本国との平和条約の効力発生の日から琉球諸島及び大東諸島に関する日

本国とアメリカ合衆国との間の協定（以下「復帰協定」という。）の効力発生の日の前日までの

間においてアメリカ合衆国が沖縄において使用していた土地で当該土地の所有者若しくは賃借権

その他政令で定める権利を有する者に返還されているもの又は復帰協定の効力発生の日以後沖縄

において駐留軍（日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約（以下この号にお

いて「日米安保条約」という。）に基づき日本国にあるアメリカ合衆国の軍隊をいう。）が日米

安保条約第六条の規定に基づき使用することを許されていた施設及び区域に係る土地で当該土地

の所有者若しくは賃借権その他政令で定める権利を有する者に返還されているものをいう。 
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（情報通信産業振興計画の作成等） 

第二十八条 沖縄県知事は、情報通信産業の振興を図るための計画（以下「情報通信産業振興計画」

という。）を定めることができる。 

２ 情報通信産業振興計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 計画期間 

二 情報通信産業の振興を図るため必要とされる政令で定める要件を備えている地域（以下「情報

通信産業振興地域」という。）の区域 

三 前号の区域内において特定情報通信事業を実施する企業の立地を促進するため必要とされる政

令で定める要件を備えている地区（第三十条第一項において「情報通信産業特別地区」という。）

を定める場合にあっては、その区域 

四 情報通信産業の振興を図るため沖縄県が情報通信産業振興地域において実施しようとする施設

の整備その他の措置の内容 

３ 前項各号に掲げる事項のほか、情報通信産業振興計画には、同項第四号の措置の実施を通じて情

報通信産業の振興が図られることにより見込まれる効果を定めるよう努めるものとする。 

４ 沖縄県知事は、情報通信産業振興計画を定めようとするときは、あらかじめ、関係市町村長の意

見を聴かなければならない。 

５ 沖縄県知事は、情報通信産業振興計画を定めたときは、これを公表するよう努めるとともに、主

務大臣に提出しなければならない。 

６ 主務大臣は、前項の規定により情報通信産業振興計画の提出があった場合においては、その内容

を関係行政機関の長に通知しなければならない。 

７ 主務大臣は、第五項の規定により提出された情報通信産業振興計画が基本方針に適合していない

と認めるときは、沖縄県知事に対し、これを変更すべきことを求めることができる。 

８ 第四項から前項までの規定は、情報通信産業振興計画の変更について準用する。 

（情報通信産業振興計画の実施状況の報告等） 

第二十九条 沖縄県知事は、前条第五項の規定により提出した情報通信産業振興計画（その変更につ

いて同条第八項において準用する同条第五項の規定による提出をしたときは、その変更後のもの。

以下「提出情報通信産業振興計画」という。）の実施状況について、毎年、公表するよう努めると

ともに、主務大臣に報告するものとする。 

２ 主務大臣は、前条第二項第四号の措置が実施されていないと認めるときは、沖縄県知事に対し、

相当の期間を定めて、その改善のために必要な措置をとるべきことを求めることができる。 

３ 主務大臣は、前項の期間が経過した後においてもなお前条第二項第四号の措置が実施されていな

いと認めるときは、沖縄県知事に対し、提出情報通信産業振興計画の廃止又は変更を勧告すること

ができる。 

（情報通信産業特別地区における事業の認定） 

第三十条 提出情報通信産業振興計画に定められた情報通信産業特別地区の区域において設立され、

当該区域内において特定情報通信事業を営む法人は、当該区域内に本店又は主たる事務所を有する

ものであること、常時使用する従業員の数が政令で定める数以上であることその他政令で定める要

件に該当する旨の沖縄県知事の認定を受けることができる。 

２ 沖縄県知事は、前項の認定を受けた法人が同項に規定する要件を欠くに至ったと認めるときは、

その認定を取り消すことができる。 

３ 沖縄県知事は、第一項の認定をしたとき、又は前項の規定による認定の取消しをしたときは、遅

滞なく、その旨を公表しなければならない。 

４ 第一項の認定に必要な申請その他の手続は、政令で定める。 

（課税の特例） 

第三十一条 提出情報通信産業振興計画に定められた情報通信産業振興地域の区域内において情報通

信産業又は情報通信技術利用事業の用に供する設備を新設し、又は増設した法人が、当該新設又は

増設に伴い新たに機械及び装置、器具及び備品、建物及びその附属設備並びに構築物を取得し、又

は製作し、若しくは建設した場合には、租税特別措置法で定めるところにより、課税の特例の適用
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があるものとする。 

２ 前条第一項の認定を受けた法人の特定情報通信事業に係る所得については、租税特別措置法で定

めるところにより、課税の特例の適用があるものとする。 

（地方税の課税免除又は不均一課税に伴う措置） 

第三十二条 第九条の規定は、地方税法第六条の規定により、地方公共団体が、提出情報通信産業振

興計画に定められた情報通信産業振興地域の区域内において情報通信産業又は情報通信技術利用事

業の用に供する設備を新設し、又は増設した者について、その事業に対する事業税、その事業に係

る建物若しくはその敷地である土地の取得に対する不動産取得税若しくはその事業に係る機械及び

装置、建物若しくは構築物若しくはこれらの敷地である土地に対する固定資産税を課さなかった場

合又はこれらの地方税に係る不均一の課税をした場合において、これらの措置が総務省令で定める

場合に該当するものと認められるときに準用する。 

 

○沖縄振興特別措置法施行令 

（インターネット付随サービス業） 

第一条の二 法第三条第六号の政令で定める事業活動は、ポータルサイト・サーバ運営業（情報通信

業に属する事業のうち、インターネットの利用者が容易に検索することができるように体系的に構

成された情報の提供をインターネットを利用して行うもの（通信業及び情報サービス業に属するも

のを除く。）をいう。）、アプリケーション・サービス・コンテンツ・プロバイダ（情報通信業に

属する事業のうち、コンテンツ（コンテンツの創造、保護及び活用の促進に関する法律（平成十六

年法律第八十一号）第二条第一項に規定するコンテンツをいう。）の提供又は顧客のために情報の

処理を行う役務の提供をインターネットを利用して行うもの（通信業及び情報サービス業に属する

ものを除く。）をいう。）及びインターネット利用サポート業（電子署名及び認証業務に関する法

律（平成十二年法律第百二号）第二条第二項に規定する認証業務その他のインターネットの円滑な

利用を支援する役務の提供を行う事業をいう。）に係る事業活動とする。 

（情報通信技術利用事業） 

第三条 法第三条第八号の政令で定める事業は、次に掲げる業務に係る事業とする。 

一 電話その他の情報通信の技術を利用する方法により行う業務であって次に掲げるもの 

イ 商品、権利若しくは役務に関する説明若しくは相談又は商品若しくは権利の売買契約若しく

は役務を有償で提供する契約についての申込み、申込みの受付若しくは締結若しくはこれらの

契約の申込み若しくは締結の勧誘の業務 

ロ 新商品の開発、販売計画の作成その他の業務の実施に必要な基礎資料を得るためにする市場

調査その他の調査の業務 

ハ 顧客の従業員の勤務の状況の記録、顧客の従業員の給与の計算及び記録、顧客の会計帳簿の

作成その他のこれらに類する定型的な業務であって、複数の顧客からの委託を受けて行うもの 

二 前号の業務に付随して行う業務であって、当該業務により得られた情報の整理又は分析の業務 
 
○沖縄振興特別措置法第九条等の地方税の課税免除又は不均一課税に伴う措置が適用される場合等を

定める省令 

（法第三十二条に規定する総務省令で定める場合） 

第二条 法第三十二条に規定する総務省令で定める場合は、次の各号に掲げる税目の区分に応じ、当

該各号に定める場合とする。 

一 事業税 法第二十八条第五項の規定による情報通信産業振興計画の提出の日（以下この条にお

いて「提出日」という。）から令和四年三月三十一日までの間に、法第三条第六号に規定する情

報通信産業（以下「情報通信産業」という。）又は同条第八号に規定する情報通信技術利用事業

（以下「情報通信技術利用事業」という。）の用に供する一の設備であって、これを構成する減

価償却資産（所得税法施行令第六条第一号から第七号まで又は法人税法施行令第十三条第一号か

ら第七号までに掲げるもの（特定高度情報通信技術活用システムにあっては認定特定高度情報通

信技術活用設備に限る。）に限る。）の取得価額の合計額が千万円を超えるもの（以下この条に
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おいて「対象設備」という。）を新設し、又は増設した者（以下この条において「対象設備設置

者」という。）について、沖縄県が、当該対象設備を事業の用に供した日の属する年又は事業年

度以後の各年又は各事業年度の所得金額又は収入金額（沖縄県において課する事業税の課税標準

額となるものをいう。）のうち当該対象設備に係るものとして計算した額に対して課する事業税

について課税免除又は不均一課税をすることとしている場合 

二 不動産取得税 対象設備設置者について、当該対象設備である家屋及びその敷地である土地の

取得（提出日以後の取得に限り、かつ、土地の取得については、その取得の日の翌日から起算し

て一年以内に当該土地を敷地とする当該家屋の建設の着手があった場合における当該土地の取得

に限る。）に対して課する不動産取得税について課税免除又は不均一課税をすることとしている

場合 

三 固定資産税 提出日から令和四年三月三十一日までの間に、次に掲げるいずれかの設備を新設

し、又は増設した者について、当該設備である家屋及び償却資産並びに当該家屋又は当該設備で

ある構築物の敷地である土地（提出日以後において取得したものに限り、かつ、土地については、

その取得の日の翌日から起算して一年以内に当該土地を敷地とする当該家屋又は構築物の建設の

着手があった場合における当該土地に限る。）に対して課する固定資産税について課税免除又は

不均一課税をすることとしている場合 

イ 対象設備 

ロ 機械及び装置並びに器具及び備品（特定高度情報通信技術活用システムにあっては認定特定

高度情報通信技術活用設備に限る。）で、これらの取得価額の合計額が百万円を超えるもの 
 
○所得税法施行令 

（減価償却資産の範囲） 

第六条 法第二条第一項第十九号（定義）に規定する政令で定める資産は、棚卸資産、有価証券及び

繰延資産以外の資産のうち次に掲げるもの（時の経過によりその価値の減少しないものを除く。）

とする。 

一 建物及びその附属設備（暖冷房設備、照明設備、通風設備、昇降機その他建物に附属する設備

をいう。） 

二 構築物（ドック、橋、岸壁、桟橋、軌道、貯水池、坑道、煙突その他土地に定着する土木設備

又は工作物をいう。） 

三 機械及び装置 

四 船舶 

五 航空機 

六 車両及び運搬具 

七 工具、器具及び備品（観賞用、興行用その他これらに準ずる用に供する生物を含む。） 

 八～九 （略） 
 
○法人税法施行令 

（減価償却資産の範囲） 

第十三条 法第二条第二十三号（定義）に規定する政令で定める資産は、棚卸資産、有価証券及び繰

延資産以外の資産のうち次に掲げるもの（事業の用に供していないもの及び時の経過によりその価

値の減少しないものを除く。）とする。 

一 建物及びその附属設備（暖冷房設備、照明設備、通風設備、昇降機その他建物に附属する設備

をいう。） 

二 構築物（ドック、橋、岸壁、桟橋、軌道、貯水池、坑道、煙突その他土地に定着する土木設備

又は工作物をいう。） 

三 機械及び装置 

四 船舶 

五 航空機 
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六 車両及び運搬具 

七 工具、器具及び備品（観賞用、興行用その他これらに準ずる用に供する生物を含む。） 

 八～九 （略） 


